



















































格 と学歴を論述することにより、 日本の学歴主義、特に現在問題 となってい
る高等教育(大 学)で の授業内容、目的を明確化 してい く。 ドイッと日本で
のアンケー ト調査を行い、 ドイツの大学での普通教育と職業教育のあ り方を
探究する。
50
日独 の教育観 ・職業観の比較研 究
1.学 歴主 義 と資格 主義
(1)職 業 と教育
a.職 業の語義
職業 という言葉は、職 と業の二語からなる合成語であり、2つ の意味を持っ
た言葉 として受けとめることができる。職は、本来官職 ・職務の職であ り、
業は民衆の生業 ・営業 を指 している。外国語 においても前者は、vocation、
profession、calling、Beruf等 があ り、後者は、occupation、business、trade-
































鈴木は狭義の意味としては、「物質の生活 ・流通 ・消費に結びつ く職業、す
なわち農業 ・工業 ・商業 ・水産 ・家庭などに関する実際的な教育をいい、産
業教育(戦 前 は実業教育)と ほぼ一致する」(9)と定義 している。広義の意味
について、伊藤一雄は 「個人に対して他者から意図的に働きかけて、社会生
活に必要な能力や資質を発達させる営みであ り、未成年のみでなく成人 も含
む」(10)と定義 している。この広義の定義は、1974年 のユネスコの 「技術 一職
業教育に関する改正勧告」では、技術 ・職業教育が 「教育、労働生活及び地
域社会全体の内に結ばれる新 しい関係の必要にもとづ き、それぞれの国の必
要に適合 した生涯教育の体系の一部として存在すべ き」(11)であると述べ られ、
生涯教育時代の新 しい教育 として注目しているのである。
このシステムには、学校 と学校外施設(地 域社会、職場)、 あるいは普通
教育と職業教育の統合 という意味を含んでいるので、青少年にも成人にも社












表1高 校 就 学者 の国 別 分 布:1988年/1992年/1996年/1998年 の 各 数 値(%)(13)





































































く、日常生活にまで浸透 している。 しか しながら、竹内洋によれば、同じ学
歴社会でも日本と欧米とは異なるとする。「どのような階級の人が有名大学
に行 くなどのような 「階級 と学歴」問題は日本の学歴社会研究ではほとんど
問題にはならなかった」のであ り、「イギリスの社会学者が階級固着だ とす
れば、 日本の教育社会学者は学歴固着である」(18)のである。すなわち、欧米















































取得に学歴が直接 ・間接に結びついてお り』、その理由としては 『職業水準
を一定に保ち、組織を統制する意図から、国家が資格 を発展 させてきたとい
う経緯』がある」。(22)
わが国の資格の多 くが国家の統制下に置かれ、かつ学歴 と結合 しているの
に対 し、欧米のそれは各職業集団のギル ドによって作 られた、民間の資格の
数がかなり多いことが特徴的である。
b.資 格主義と学歴主義
高度に発展 し分業化の進んだ今 日の社会において、職業 ・職種は多様 であ












日独 の教 育観 ・職業観 の比較研究
資格 ・検定 ・ライセンスの制度といった公認の資格 にはさほどの学歴がな
くても取れるものが多い。しかしなが ら、学歴が資格取得の基礎条件になっ
たり、優遇条件になったり、時には学歴だけで無条件に資格がもらえる。
















普通教育と専門教育(職 業教育)の 連関、大学教育と社会参加 との関係、大
学と地域社会との結びつきなどを述べていきたい。















ハンス ・ヘルバル ト・ウイソル ミとハインツ ・ヴェス トカンプによってなさ
れた、 ドイツ人の教育観の調査と日本での同様の調査を比較検討することを
意図している。ただし、今回は、 ドイツでの調査対象が、行政関係者、教育
関係者等であるのに対 し、日本での調査対象が大学生 という若干立場 を異に
するという限界はある。 ドイツでの調査時期は、1996年 から1998年 にかけて
であ り、対象者が667人(回 収率40%)で あるのに対 し、日本での対象者は




1-a 大学の授業が、将来、役立つ 現在 3.4 3.3

















































月 で あ っ た 。 「大 変 そ う思 う」 を5、 「少 しそ う思 う」4、 「ど ち ら と もい え
な い」3、 「あ ま りそ う思 わ な い」2、 「全 くそ う思 わ な い」1と して 、 そ の
平 均 値 を 図 っ て示 す 。






は平均値3.4で あるのに対 して、日本では、3.3であ り、両国 とも 「どち
らともいえない」という意見が支配的である。
(b)「大学の授業は専門的になるべ きである」 という質問項 目に対 し、 ドイ






ドイツでは現時点の平均値は3.2に対 し、 日本は3.6、将来では ドイツは
2.6、日本は3.1であった。 ドイツにおいても、 日本において も、現在 よ
り将来の方が、大学卒業資格が役に立つ割合が低下してお り、特に ドイ













専門教育(広 い意味での職業教育)が 取 り入れられているのに較べ、 日
本のそれは、実社会とはあまり関係のない抽象的、非現実的なものが多
いのがその理由だと思われている。






(2)教 育 方 法 、 授 業 方 法 に つ い て
(a)「 大 学 で の授 業 内容 が 学 生 の 立 場 に立 っ て た て られ てい る と思 い ます か」
とい う質 問項 目に対 して、ドイ ッで は現在2.6、将 来4,1、 日本 で はi現在2.5、
将 来2.7で あ る 。現 時 点 で は、 ドイ ッ と 日本 で は あ ま り差 が な く、 どち
らか とい え ば、 学 生 の 立場 に 立 っ て い ない 面 が あ るが 、 日本 が 現 状 とあ
ま り変 化 が ない と思 っ て い るの に対 し、 ドイ ッで は、 今 後 、 学 生 の 意 見
を取 り込 ん だ 授 業 が 行 わ れ る と予想 して い る。
(b)「 視 聴 覚 機 器 を使 用 した 授 業 が 、 全 体 の50%以 上 を 占 め て い る と思 い ま
す か」 とい う質 問 項 目 に対 して 、 ドイ ツ は現 在 、 将 来 共 に2.7で あ るの
に対 し、 日本 で は 現 在2.4、 将 来3.1と 将 来 に希 望 を い だ い て い る もの が
多 い こ とが わか る。
(c)「 イ ンター ネ ッ ト等 に よる新 しい 教 授 法 が 大 学 で利 用 され て い る と思 い
ます か」 とい う質 問項 目 に対 し、 ドイ ツ は現 在3.9、 将 来4.1、 日本 は、
現 在2.9、 将 来3.7と 両 国 と も将 来 は 、 イ ン ター ネ ッ トを使 用 した 遠 隔 教
育 が 増 え る と予 想 して い るが 、 ドイ ッ の方 が 、 イ ン ター ネ ッ トを 使 用 し
た授 業 が 多 い こ とが 分 か る。




項 目に対 して、現在では、 ドイツ3.3、日本3.7と あまり差がないが、将











(4)生 涯教育の立場 としての大学 につ いて




















ドイツにおいては、エリー ト、非エリー トが鋭 く選別され、エリー トは普
通教育、非エ リー トは職業教育と振 り分けられているという考え方が、日本
においては支配的である。その意味において、 ドイツの教育は旧い体質を残
存 させた要素を内包していると決めつけている。もちろん、デュアルシステ
ムは旧いギル ド制を源とする徒弟制度に依拠 している。それに対 し、 日本の
職業教育は学校制度の中に組み込まれて、近代的教育の装いを持っている。
ドイッでは、資格主義が中心であるのに反 し、日本では学歴主義が中心であ









う1つ の 「モデル」を参考 しなが ら、教育目的、内容はグローバル化 の流れ
の中で試行錯誤の教育改革が模索されるであろう。
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